
 

瀬戸市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２７年７月９日 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市条例第２２号 

瀬戸市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 

瀬戸市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条

例（平成２６年瀬戸市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （身分を証する書類の携行）  （身分を証する書類の携行） 

第１０条 指定介護予防支援事業者は、当該指定

介護予防支援事業所の担当職員に身分を証する

書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はそ

の家族から求められたときは、これを提示すべ

き旨を指導しなければならない。 

第１０条 指定介護予防支援事業者は、当該指定

介護予防支援事業所の担当職員に身分を証する

書類を携行させ、初回訪問時又は利用者若しく

はその家族から求められたときは、これを提示

すべき旨を指導しなければならない。 

 （記録の整備）  （記録の整備） 

第２９条 ＜省略＞ 第２９条 ＜省略＞ 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する

指定介護予防支援の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から５年間保存しな

ければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する

指定介護予防支援の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から５年間保存しな

ければならない。 

 ⑴ 第３１条第１４号に規定する指定介護予防 ⑴ 第３１条第１３号に規定する指定介護予防



 

サービス事業者等との連絡調整に関する記録 サービス事業者等との連絡調整に関する記録 

 ⑵ 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載

した介護予防支援台帳 

 ⑵ 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載

した介護予防支援台帳 

  アからウまで ＜省略＞    アからウまで ＜省略＞ 

  エ 第３１条第１５号に規定する評価の結果

の記録 

  エ 第３１条第１４号に規定する評価の結果

の記録 

  オ 第３１条第１６号に規定するモニタリン

グの結果の記録 

  オ 第３１条第１５号に規定するモニタリン

グの結果の記録 

 ⑶から⑸まで ＜省略＞  ⑶から⑸まで ＜省略＞  

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第３１条 指定介護予防支援の方針は、第２条に

規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱

方針に基づき、次に掲げるところによるものと

する。 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第３１条 指定介護予防支援の方針は、第２条に

規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱

方針に基づき、次に掲げるところによるものと

する。 

 ⑴から⑾まで ＜省略＞  ⑴から⑾まで ＜省略＞ 

 ⑿ 担当職員は、介護予防サービス計画に位置

付けた指定介護予防サービス事業者等に対し

て、介護予防訪問看護計画書（指定介護予防

サービス等の事業の人員、設備及び運営並び

に指定介護予防サービス等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準（平

成１８年厚生労働省令第３５号。以下「指定

介護予防サービス等基準」という。）第７６

条第２号に規定する介護予防訪問看護計画書

をいう。次号において同じ。）等指定介護予

防サービス等基準において位置付けられてい

る計画の提出を求めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⒀ 担当職員は、指定介護予防サービス事業者

等に対して、介護予防サービス計画に基づ

き、介護予防訪問看護計画書等指定介護予防

サービス等基準において位置付けられている

計画の作成を指導するとともに、サービスの

提供状況や利用者の状態等に関する報告を少

なくとも１月に１回、聴取しなければならな

⑿ 担当職員は、指定介護予防サービス事業者

等に対して、介護予防サービス計画に基づ

き、介護予防訪問介護計画（指定居宅サービ

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例（平成２４年愛知県条例第７

０号）第２５条の規定により定めるところに

よることとされた指定介護予防サービス等の



 

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生

労働省令第３５号。以下「指定介護予防サー

ビス等基準」という。）第３９条第２号に規

定する介護予防訪問介護計画をいう。）等指

定介護予防サービス等基準において位置付け

られている計画の作成を指導するとともに、

サービスの提供状況や利用者の状態等に関す

る報告を少なくとも１月に１回、聴取しなけ

ればならない。 

 ⒁ ＜省略＞  ⒀ ＜省略＞ 

 ⒂ ＜省略＞  ⒁ ＜省略＞ 

 ⒃ 担当職員は、第１４号に規定する実施状況

の把握（以下「モニタリング」という。）に

当たっては、利用者及びその家族、指定介護

予防サービス事業者等との連絡を継続的に行

うこととし、特段の事情のない限り、次に定

めるところにより行わなければならない。 

 ⒂ 担当職員は、第１３号に規定する実施状況

の把握（以下「モニタリング」という。）に

当たっては、利用者及びその家族、指定介護

予防サービス事業者等との連絡を継続的に行

うこととし、特段の事情のない限り、次に定

めるところにより行わなければならない。 

  ア ＜省略＞   ア ＜省略＞ 

イ 利用者の居宅を訪問しない月において

は、可能な限り、指定介護予防通所リハビ

リテーション事業所（指定介護予防サービ

ス等基準第１１７条第１項に規定する指定

介護予防通所リハビリテーション事業所を

いう。）を訪問する等の方法により利用者

に面接するよう努めるとともに、当該面接

ができない場合にあっては、電話等により

利用者との連絡を実施すること。 

 

 

 

  ウ ＜省略＞ 

イ 利用者の居宅を訪問しない月において

は、可能な限り、指定介護予防通所介護事

業所（指定介護予防サービス等基準第９７

条第１項に規定する指定介護予防通所介護

事業所をいう。）又は指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業所（指定介護予防サ

ービス等基準第１１７条第１項に規定する

指定介護予防通所リハビリテーション事業

所をいう。）を訪問する等の方法により利

用者に面接するよう努めるとともに、当該

面接ができない場合にあっては、電話等に

より利用者との連絡を実施すること。 

  ウ ＜省略＞ 

 ⒄ ＜省略＞  ⒃ ＜省略＞ 



 

 ⒅ 第３号から第１３号までの規定は、第１４

号に規定する介護予防サービス計画の変更に

ついて準用する。 

 ⒄ 第３号から第１２号までの規定は、第１３

号に規定する介護予防サービス計画の変更に

ついて準用する。 

 ⒆ ＜省略＞  ⒅ ＜省略＞ 

 ⒇ ＜省略＞  ⒆ ＜省略＞ 

 (21) ＜省略＞  ⒇ ＜省略＞ 

 (22) ＜省略＞  (21) ＜省略＞ 

 (23) ＜省略＞ 

 (24) ＜省略＞ 

 (22) ＜省略＞ 

 (23) ＜省略＞ 

 (25) ＜省略＞  (24) ＜省略＞ 

(26) ＜省略＞  (25) ＜省略＞ 

 (27) ＜省略＞ (26) ＜省略＞ 

(28) 指定介護予防支援事業者は、法第１１５

条の４８第４項の規定に基づき、同条第１項

に規定する会議から、同条第２項の検討を行

うための資料又は情報の提供、意見の開陳そ

の他必要な協力の求めがあった場合には、こ

れに協力するよう努めなければならない。 

 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


